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 大阪府食の安全安心推進委員会 
平成 14年（2002年）11月設置 

《幹事会及び情報連絡会》 
幹事長 健康医療部生活衛生室食の安全推進課長 
構成員 関係各課長等 

第４章 各施策の取組体制 
 

１ 施策の推進体制 
府は、府民への安全安心な食品の提供を基本理念とし、生産から流通・消費に至る食の

安全を確保し、施策の総合的かつ効果的な推進に資するため、知事を委員長とし、庁内関
係部長等からなる「大阪府食の安全安心推進委員会」を設置し、以下の事項について検討
します。 
・食に関わる相談・情報提供に関すること 
・食に関わる健康危機管理に関すること 
・食品表示に関わる監視指導体制に関すること 
・食に関わる府民の意見聴取及びその反映に関すること 
・その他必要と認められる事項 
また、委員会には幹事会を設け、幹事会には必要に応じてプロジェクトチームを置き、関係

部局が連携しながら、全庁的な取組を進めていきます。また、委員会に設置した情報連絡会
において、食に関する事故発生時の対応状況など緊急時における府庁内の部局を横断する
情報を収集し、情報の共有を図ります。 
さらに、府民、食品関連事業者など関係者の意見を施策に反映させるため、知事の附属機

関である「大阪府食の安全安心推進協議会」（54 ページ参照）からの意見や提言を踏まえ、
施策を推進していきます。 
また、条例第 19 条に基づき、飲食に起因する衛生上の健康被害発生の拡大を防止する

ため、知事の附属機関である「大阪府食品健康被害防止審議会」の意見を踏まえ、迅速か
つ適切な情報提供を行います。 

 
 
 
      
 
 
 
 
 
  

 
 

学識経験者、弁護士から構成 

大阪府食品健康被害防止審議会 
平成 24年（2012年）11月設置 

 
 
府民、生産者、事業者、学識経験者等から構成 

大阪府食の安全安心推進協議会 
平成 19年（2007年）4月設置 

委員長    知 事 
副委員長 副知事 
委員   関係各部長等 
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２ 国や他の地方自治体との連携 

（１）国との連携、国への提言・要望 
府は、大規模な食中毒発生時や広域流通食品、輸入食品の違反発見時などの全国規

模の事例においては、国と緊密な連絡調整や情報交換のもと連携して対応します。（輸入食
品の監視体制は、66 ページ参照） 
また、国に対し、必要に応じて食の安全安心の確保に係る提言や要望を行います。 

（２）全国自治体との連携 
府は、全国の自治体連携を目的とした「全国食品衛生主管課長連絡協議会」、近畿地

域における連携を目的とした「近畿府県市食品・乳肉衛生担当係長会議」や「消費者行政ブ
ロック会議」、瀬戸内沿岸の食中毒予防対策を目的とした「瀬戸内沿岸観光府県市食中毒
対策協議会」などに参加し、平常時及び緊急時における連絡体制を確保するとともに、食の
安全安心の確保に関する情報共有・意見交換を行います。 
また、他の都道府県にまたがる広域的な食中毒事件や違反食品等の事例にあっては、厚

生労働大臣が設置する広域連携協議会※の構成員として、国や他自治体との緊密な連携の
もとに迅速・的確に対応します。 

（３）府域自治体との連携 
府は、府域の保健所設置市（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾

市、寝屋川市、東大阪市）との間で設置している「大阪府域自治体食品衛生主管課長連
絡会」において、情報の交換や連携協力を図り、監視指導や食中毒予防啓発、職員研修な
どについて、「オール大阪」での取組を図ります。また、保健所設置市にまたがる事故が発生した
場合には、連携協力して情報の収集を行い、迅速な事故対応を行います。 
食品表示に関しては、府内関係機関で構成する「大阪食品表示監視協議会」において、

定期的な情報交換等を行い、連絡体制を確保するとともに、府内の不適正な食品表示等の
事案に対して、関係機関が連携し、問題のある食品関連事業者への処分など適切な対応を
迅速に行います。 

 
 
 
 
 
 

  監視指導、食中毒調査、違反処理等の 
情報共有と緊密な連絡体制の確保 

大規模食中毒調査や広域流通食品、輸入
食品の違反処理等の連絡、情報の共有 

食品表示疑義案件、消費者事故情報等の
連絡、情報の共有 

食中毒調査や違反処理等の連絡、 
情報の共有 

厚生労働省 

消費者庁 

地方自治体 

大阪府 

大阪市 堺市 豊中市 

吹田市 高槻市 枚方市 

八尾市 寝屋川市 東大阪市 

連携協力 提言要望 

連携協力 

府民・食品関連事業者 
情報提供 

情報提供 
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（４）健康食品関係の連携体制 
健康保持増進効果等に関する広告等について、「著しく事実に相違する」または「著しく人を

誤認させる」ような表示の情報を府民等から保健所が探知した場合、下図の連携体制で対応
します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 人材の育成 
府は、食品衛生監視員をはじめとする食の安全安心に携わる人材の育成のために、最新の

知識や専門的な技術などに関する講習会や研修等を計画的に実施します。さらに、国や地方
自治体等が主催する各種研修会への派遣を行うなど、職員の資質の向上を図り、食の安全
に関する課題に適切に対応できる体制を確保します。 
また、府域自治体職員の監視指導水準を一定以上に保つため、府域自治体とより一層連

携を強化し、監視指導等に必要な知識や技術の習得を図るための職員研修を合同で実施し
ます。

府健康医療部健康推進室健康づくり課 業者所在地が、大阪市・堺市・豊中市・吹
田市・高槻市・枚方市・八尾市・寝屋川
市・東大阪市の場合は、所管保健所に資
料を送付 

健康保持増進効果等に関す
る虚偽又は誇大な広告等 
(健康増進法第 65条第 1項) 

健康増進法第65条第1項違反 
健康増進法第65条第1項違反 




